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65歳雇用時代に企業はどう対応するか 
 

◆経団連による調査結果 

改正高年齢者雇用安定法の施行が今年４月１日に迫っています。 

ここでは、日本経済団体連合会（経団連）が発表（昨年 10月）した「2012年 人事・労務に関す

るトップ・マネジメント調査」の結果をご紹介します。経団連ですから大企業中心ですが、一つの

傾向は表しています。 

 

◆法改正で必要となる対応は？ 

上記アンケートにおける「高年齢者雇用安定法の改正に伴い必要となる対応」（複数回答）と

の質問に対する回答結果（上位 10位）は、次の通りとなっています。 

（１）高齢従業員の貢献度を定期的に評価し処遇へ反映する 

（２）スキルを活用できる業務に限りがあるため提供可能な社内業務に従事させる 

（３）半日勤務や週２～３日勤務による高齢従業員のワークシェアを実施する 

（４）高齢従業員の処遇（賃金など）を引き下げる 

（５）若手とペアを組んで仕事をさせ後進の育成・技能伝承の機会を設ける 

（６）60歳到達前・到達時に社外への再就職を支援する 

（７）60歳到達前・到達時のグループ企業への出向・転籍機会を増やす 

（８）新規採用数を抑制する 

（９）60歳到達前の従業員の処遇を引き下げる 

（10）従来アウトソーシングしていた業務を内製化したうえで従事させる 

 

◆賃金をどのように設定するか 

上記（９）に関連した具体的な動き 

として、NTTグループでは、現役世 

代（40～50代）を中心に賃金額を 

抑制して、60歳以降の賃金原資を 

確保するという方針を示しています 

が、20歳代の従業員を中心に反対 

意見が多い一方、60歳代では賛成 

意見が多数です。 
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神山大山御来光 



アベノミクス 緊急経済対策 

平成２５年度税制大綱より 
 

◆生産等設備投資促進税制 

 国内の生産等設備への年間総投資額が減価償却費を超え、かつ、前年度比で 10％超増加し

た事業年度で新たに取得した機械・装置について 30％の特別償却または 3％の税額控除を

認める「生産等設備投資促進税制」 

 

◆研究開発減税 

 研究開発税制の拡充では、税額控除限度額を法人税額の 20％から 30％へ引き上げ、特別試

験研究費の範囲を拡大 

 

◆設備投資減税 

 商業・サービス業・農林水産業を営む中小企業等が経営改善のために店舗改修等の設備 

投資を行った場合に 30％の特別償却または 7％の税額控除ができる措置を創設。 

器具・備品：1台又は 1基 30万円以上 

建物附属設備：一の取得額 60万円以上 

 

◆雇用促進税制 

基準年度と比較して 5％以上給与等の支給額を増加させた場合に増加額の 10％を税額控除

できる「所得拡大促進税制」を創設（法人税額の 10％（中小は 20％））。 

「促進雇用税制」の控除額を 20 万円から 40 万円に引き上げ、所得拡大促進税制との選択適

用とする。 

 

◆環境関連投資促進税制 

 環境関連投資促進税制については、即時償却制度等の 2年延長と対象設備の見直し、交際費

課税の特例では、中小法人の定額控除限度額を 600 万円から 800 万円に引き上げ、800 万

円以下を全額損金算入可能に。 

 

人員を増やせるなど経営好転が見込める企業にはうれしい施策ですが、厳しい経営状況が続く

中小零細企業にとっては、使い勝手がいいとはいえない支援措置です。 

 

 
早くも  

開催日程決定！さらにパワーアップ！！ 

服部事務所 知っ得情報説明会 

●と き ６月１２日(水) 午後１時３０分〜 

●ところ 米子コンベンションセンター 

今年も皆様のお役に立つ情報満載です。ぜひお越しください！ 


